特定事業所集中減算にかかる書類の記載について
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１　居宅介護支援における特定事業所集中減算報告書(別紙様式１)の記載について
最高法人紹介率の算定を行う上で、当該サービスを位置づけた計画数（①）のうち紹介率最高法人を紹介した数（②）が８０％を超える場合に、理由書を作成してある件数（③）を引いて割合を算定します。
【計算例１】
	
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	合計

	【サービス名】を位置づけた居宅サービス計画数・①
	30
	29
	30
	30
	31
	30
	180

	紹介率最高法人を位置づけた居宅サービス計画数・②
	25
	24
	25
	25
	26
	25
	150

	正当な理由として別紙様式を作成した人数・③
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	②－③の数・④
	25
	24
	25
	25
	26
	25
	150


＊紹介率＝１５０（④の合計）÷１８０（①の合計）＝８３．３３％（小数点第３位を
四捨五入）となり、減算適用
【計算例２】
	
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	合計

	【サービス名】を位置づけた居宅サービス計画数・①
	30
	29
	30
	30
	31
	30
	180

	紹介率最高法人を位置づけた居宅サービス計画数・②
	25
	24
	25
	25
	26
	25
	150

	正当な理由として別紙様式を作成した人数・③
	1
	1
	1
	1
	1
	2
	7

	②－③の数・④
	25
	24
	25
	25
	26
	25
	143


＊紹介率＝１４３（④の合計）÷１８０（①の合計）＝７９．４４％（小数点第３位を
四捨五入）となり、減算は適用しない（９月から１月までの理由書を作成した人数の「１」は同一人物の場合１枚作成してあれば可）

２　理由書（別紙様式２）の記載について
　○居宅介護支援事業所が記載する「説明方法」については、どのように利用者に説明を行ったかを具体的に記載し、説明に使用した資料（写）を添付してください。
○利用者が記載する「希望する理由」については、個別の理由をきちんと明記してもらってください。
 ○理由書の記載内容が不適切な場合や資料の添付がない場合、被保険者に確認を行い適切な説明が行われていないことが確認された場合は、正当な理由として別紙様式を作成した人数に算定できません。その結果、紹介率が８０％を超えた場合には減算が適用されます。
